特許権の消尽と特許製品の所有権の留保 : 薬剤分包用ロールペーパ事件 by 青木, 大也
Title 特許権の消尽と特許製品の所有権の留保 : 薬剤分包用ロールペーパ事件
Author(s) 青木, 大也







Osaka University Knowledge Archive : OUKA
https://ir.library.osaka-u.ac.jp/
Osaka University



























































Law and Technology No.68 2015/ 7乞 45



























































































































































2) 同様に権利者による特許製品の所有権の留保を認めたうえで、消尽の主張を否定したものとして、大阪地判平12• 2• 3 (平成
10年（ワ廓11089号）〈裁判所 HP〉〔薬剤分包機用芯管事件•第 1 審〕があるものの、後述のように控訴審において覆されている。
Law and Technology No.68 2015/ 7屈47







































































また、大阪地判平15• 5• 27 (平成15年（ネ）第320号）〈裁判所I-IP〉（本誌21号93頁参照）〔育苗ポットカッター事件〕等も参照。
7) 同旨、田村・前掲〈注 3 〉 64頁~65頁、渋谷•前掲〈注 3 〉 587頁、貸与の場合につき上野・前掲〈注 3 〉 312頁。
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20) 耐用期間を考慮して消尽を認めたものとして、大阪地判平14• 11• 26 (平成12年（ワ）第7221号）〈裁判所HP〉（本誌19'号118頁参照）
〔ステップ用具事件〕（受金具の交換。ただし、判決では容易に交換できることも指摘している）。否定したものとして、大阪地判平
1• 4• 24無体集21巻1号279頁〔製砂機ハンマー事件〕（打撃板の交換）。
Law and Technology No.68 2015/ 7翌51
〔判例研究〕 大阪地判平26• 1・16 〔特許権の消尽〕
には実施することのできない行為」であるとする












































































































































屋高判平25• 1• 29 (平成24年（う）第125号）〔Wii事件〕。商標権における消尽を否定的にみるものとして、田村・前掲〈注29〉163頁
~165頁や、鈴木将文「¥Vi事件判批」知財管理63巻1号1845頁等。
32) たとえば前掲〈注31〉〔＼＼屯事件〕、東京地判平17•12·20判時1932号135頁（本誌31号125頁参照）〔al'tcr cliamoncl事件〕等も参照。
3) 東京地判平 4• 5• 27知裁集24巻 2 号412頁〔Nintendo 事件〕、東京地判平14• 2• 14判時1817号143頁〔アステカ事件〕参照。もっ
とも、商標機能論との関係は明らかではない。飯田圭「Nintendo事件判批」商標・意匠・不正競争判例百選58頁~59頁参照。
Law and Technology No.68 2015/ 7森53























































性があろう。「使用」の有無の問題ではあるが、関連して、東京地判平15• 1• 21 (平成14年（ワ）第4835号）（本誌20号79頁参照）〔リ
ソグラフ事件•第 1 審〕、東京高判平16• 8• 31判時1883号87頁（本誌25号93頁参照）〔同・控訴審〕も参照。
38) 国際的な取引と国内での取引では、状況が異なり、国内の取引については、具体的な品質を検討すべきとするものとして、泉克
幸「Wii事件判批」新判例解説Watdil5号268頁。
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